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亀山市税条例等の一部を改正する条例新旧対照表（第１条関係） 

（亀山市税条例の一部改正） 

改正後 改正前 

（個人の市民税の非課税の範囲） （個人の市民税の非課税の範囲） 

第１３条 （略） 第１３条 （略） 

２ 法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきもののうち、

前年の合計所得金額が２８万円にその者の同一生計配偶者及び扶養親

族（年齢１６歳未満の者及び控除対象扶養親族に限る。以下この項に

おいて同じ。）の数に１を加えた数を乗じて得た金額に１０万円を加 

算した金額（その者が同一生計配偶者又は扶養親族を有する場合には、

当該金額に１６万８，０００円を加算した金額）以下である者に対し

ては、均等割を課さない。 

２ 法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきもののうち、

前年の合計所得金額が２８万円にその者の同一生計配偶者及び扶養親

族                                                            

              の数に１を加えた数を乗じて得た金額に１０万円を加 

算した金額（その者が同一生計配偶者又は扶養親族を有する場合には、

当該金額に１６万８，０００円を加算した金額）以下である者に対し

ては、均等割を課さない。 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） （個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） 

第２７条の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定

する申告書を提出しなければならない者又は法の施行地において同項

に規定する公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受け

るものを除く。以下この項において「公的年金等」という。」）の支

払を受ける者であって、扶養親族（年齢１６歳未満の者に限る。）を

有する者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）で市

内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき所得税

法第２０３条の６第１項に規定する公的年金等の支払者（以下この条

第２７条の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定

する申告書を提出しなければならない者又は法の施行地において同項

に規定する公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受け

るものを除く。以下この項において「公的年金等」という。」）の支

払を受ける者であって、扶養親族（控除対象扶養親族を除く 。）を

有する者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）で市

内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき所得税

法第２０３条の６第１項に規定する公的年金等の支払者（以下この条
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において「公的年金等支払者」という。）から毎年最初に公的年金等

の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次 

に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由して、

市長に提出しなければならない。 

において「公的年金等支払者」という。）から毎年最初に公的年金等

の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次 

に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由して、

市長に提出しなければならない。 

（１）～（３）（略） （１）～（３）（略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

附 則 附 則 

（個人の市民税の所得割の非課税の範囲等） （個人の市民税の所得割の非課税の範囲等） 

第９条 当分の間、市民税の所得割を課すべき者のうち、その者の前年

の所得について第１７条の規定により算定した総所得金額、退職所得

金額及び山林所得金額の合計額が、３５万円にその者の同一生計配偶

者及び扶養親族（年齢１６歳未満の者及び控除対象扶養親族に限る。

以下この項において同じ。）の数に１を加えた数を乗じて得た金額に

１０万円を加算した金額（その者が同一生計配偶者又は扶養親族を有

する場合には、当該金額に３２万円を加算した金額）以下である者に

対しては、第１２条第１項の規定にかかわらず、所得割（分離課税に

係る所得割を除く。）を課さない。 

第９条 当分の間、市民税の所得割を課すべき者のうち、その者の前年

の所得について第１７条の規定により算定した総所得金額、退職所得

金額及び山林所得金額の合計額が、３５万円にその者の同一生計配偶

者及び扶養親族                                                

                          の数に１を加えた数を乗じて得た金額に

１０万円を加算した金額（その者が同一生計配偶者又は扶養親族を有

する場合には、当該金額に３２万円を加算した金額）以下である者に

対しては、第１２条第１項の規定にかかわらず、所得割（分離課税に

係る所得割を除く。）を課さない。 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） （特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） 

第１０条 平成３０年度から令和９年度までの各年度分の個人の市民税

に限り、法附則第４条の４第３項の規定に該当する場合における第１８

条の規定による控除については、その者の選択により、同条中「同条

第１０条 平成３０年度から令和４年度までの各年度分の個人の市民税

に限り、法附則第４条の４第３項の規定に該当する場合における第１８

条の規定による控除については、その者の選択により、同条中「同条
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第１項」とあるのは「同条第１項（第２号を除く。）」と、「まで」

とあるのは「まで並びに法附則第４条の４第３項の規定により読み替 

えて適用される法第３１４条の２第１項（第２号に係る部分に限る。）」

として、同条の規定を適用することができる。 

第１項」とあるのは「同条第１項（第２号を除く。）」と、「まで」

とあるのは「まで並びに法附則第４条の４第３項の規定により読み替 

えて適用される法第３１４条の２第１項（第２号に係る部分に限る。）」

として、同条の規定を適用することができる。 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１７条の２ （略） 第１７条の２ （略） 

２ （略） ２ （略） 

 ３ 法附則第１５条第８項に規定する条例で定める割合は、４分の３と

する。 

３ 法附則第１５条第１６項に規定する条例で定める割合は、５分の３

（都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第２条第５項に規

定する特定都市再生緊急整備地域における法附則第１５条第１６項に

規定する条例で定める割合は、２分の１）とする。 

４ 法附則第１５条第１９項に規定する条例で定める割合は、５分の３

（都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第２条第５項に規

定する特定都市再生緊急整備地域における法附則第１５条第１９項に

規定する条例で定める割合は、２分の１）とする。 

４ 法附則第１５条第２７項第１号イに規定する設備について同号に規

定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

５ 法附則第１５条第３０項第１号イに規定する設備について同号に規

定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

５ 法附則第１５条第２７項第１号ロに規定する設備について同号に規

定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

６ 法附則第１５条第３０項第１号ロに規定する設備について同号に規

定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

６ 法附則第１５条第２７項第１号ハに規定する設備について同号に規

定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

７ 法附則第１５条第３０項第１号ハに規定する設備について同号に規

定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

７ 法附則第１５条第２７項第１号ニに規定する設備について同号に規

定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

８ 法附則第１５条第３０項第１号ニに規定する設備について同号に規

定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

８ 法附則第１５条第２７項第２号イに規定する設備について同号に規 ９ 法附則第１５条第３０項第２号イに規定する設備について同号に規
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定する条例で定める割合は、４分の３とする。 定する条例で定める割合は、４分の３とする。 

９ 法附則第１５条第２７項第２号ロに規定する設備について同号に規

定する条例で定める割合は、４分の３とする。 

１０ 法附則第１５条第３０項第２号ロに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は、４分の３とする。 

１０ 法附則第１５条第２７項第２号ハに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３とする。 

１１ 法附則第１５条第３０項第２号ハに規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３とする。 

１１ 法附則第１５条第２７項第３号イに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

１２ 法附則第１５条第３０項第３号イに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

１２ 法附則第１５条第２７項第３号ロに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

１３ 法附則第１５条第３０項第３号ロに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

１３ 法附則第１５条第２７項第３号ハに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

１４ 法附則第１５条第３０項第３号ハに規定する設備について同号に

規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

１４ 法附則第１５条第３０項に規定する条例で定める割合は、３分の

２とする。 

１５ 法附則第１５条第３４項に規定する条例で定める割合は、３分の

２とする。 

１５ 法附則第１５条第３４項に規定する条例で定める割合は、２分の

１とする。 

１６ 法附則第１５条第３８項に規定する条例で定める割合は、２分の

１とする。 

 １７ 法附則第１５条第４１項に規定する条例で定める割合は、零とす

る。 

１６及び１７ （略） １８及び１９ （略） 

（令和４年度又は令和５年度における土地の価格の特例） （令和元年度又は令和２年度における土地の価格の特例） 

第２１条 市の区域内の自然的及び社会的条件からみて類似の利用価値

を有すると認められる地域において地価が下落し、かつ、市長が土地

第２１条 市の区域内の自然的及び社会的条件からみて類似の利用価値

を有すると認められる地域において地価が下落し、かつ、市長が土地
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の修正前の価格（法附則第１７条の２第１項に規定する修正前の価格

をいう。）を当該年度分の固定資産税の課税標準とすることが固定資

産税の課税上著しく均衡を失すると認める場合における当該土地に対

して課する固定資産税の課税標準は、第６６条の規定にかかわらず、

令和４年度分又は令和５年度分の固定資産税に限り、当該土地の修正

価格（法附則第１７条の２第１項に規定する修正価格をいう。）で土

地課税台帳等に登録されたものとする。 

の修正前の価格（法附則第１７条の２第１項に規定する修正前の価格

をいう。）を当該年度分の固定資産税の課税標準とすることが固定資

産税の課税上著しく均衡を失すると認める場合における当該土地に対

して課する固定資産税の課税標準は、第６６条の規定にかかわらず、

令和元年度分又は令和２年度分の固定資産税に限り、当該土地の修正

価格（法附則第１７条の２第１項に規定する修正価格をいう。）で土

地課税台帳等に登録されたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令和４年度適用土地又は令和

４年度類似適用土地であって、令和５年度分の固定資産税について前

項の規定の適用を受けないこととなるものに対して課する同年度分の

固定資産税の課税標準は、第６６条の規定にかかわらず、修正された 

価格（法附則第１７条の２第２項に規定する修正された価格をいう。）

で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令和元年度適用土地又は令和

元年度類似適用土地であって、令和２年度分の固定資産税について前

項の規定の適用を受けないこととなるものに対して課する同年度分の

固定資産税の課税標準は、第６６条の規定にかかわらず、修正された 

価格（法附則第１７条の２第２項に規定する修正された価格をいう。）

で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） （軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第３０条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対す

る当該軽自動車が最初の法第４４４条第３項に規定する車両番号の指

定（次項から第８項までにおいて「初回車両番号指定」という。）を

受けた月から起算して１４年を経過した月の属する年度以後の年度分

の軽自動車税の種別割に係る第９１条の規定の適用については、当分 

の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第３０条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対す

る当該軽自動車が最初の法第４４４条第３項に規定する車両番号の指

定（次項から第５項までにおいて「初回車両番号指定」という。）を

受けた月から起算して１４年を経過した月の属する年度以後の年度分

の軽自動車税の種別割に係る第９１条の規定の適用については、当分 

の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

（略） （略） 
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２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動

車に対する第９１条の規定の適用については                      

                                                              

                                                  、当該軽自動

車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、

次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動

車に対する第９１条の規定の適用については、当該軽自動車が平成３１

年４月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動

車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、

次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

（略） （略） 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第１

項第３号に規定するガソリン軽自動車（以下この条        において

「ガソリン軽自動車」という。）のうち３輪以上のものに対する第９１

条の規定の適用については                                      

                                                              

                                            、当該ガソリン軽自

動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両 

番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、

次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第１

項第３号に規定するガソリン軽自動車（以下この項及び次項において

「ガソリン軽自動車」という。）のうち３輪以上のものに対する第９１

条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月

１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場

合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自

動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両 

番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、

次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

（略） （略） 

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車

のうち３輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車

のうち３輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に
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対する第９１条の規定の適用については                          

                                                              

                                                          、当

該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税

の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表右欄に掲げる字句とする。 

対する第９１条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が平

成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号の

指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当

該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税

の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表右欄に掲げる字句とする。 

（略） （略） 

５ （略） ５ （略） 

６ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動

車（自家用の乗用のものを除く。）に対する第９１条の規定の適用に

ついては、当該軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日

までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動

車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和４年４月１日から令和５年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度

分の軽自動車税の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。 

７ 法附則第３０条第７項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽

自動車（営業用の乗用のものに限る。）に対する第９１条の規定の適

用については、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４

年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年
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度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和４年

４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第３項の表の

左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の右欄に掲げる字句とする。 

８ 法附則第３０条第８項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽

自動車（前項の規定の適用を受けるものを除き、営業用の乗用のもの

に限る。）に対する第９１条の規定の適用については、当該ガソリン

軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に

限り、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月３１

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自

動車税の種別割に限り、第４項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第３０条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、３輪以

上の軽自動車が前条第２項から第８項までの規定の適用を受ける３輪

以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大

臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に規定する国土交通大臣の認

定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするものとす

る。 

第３０条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、３輪以

上の軽自動車が前条第２項から第５項までの規定の適用を受ける３輪

以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大

臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に規定する国土交通大臣の認

定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするものとす

る。 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 
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（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特

例） 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特

例） 

第４７条 （略） 第４７条 （略） 

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感

染症特例法第６条の２第１項の規定の適用を受けた場合における附則

第１４条の２の２第１項の規定の適用については、同項中「令和１５

年度」とあるのは「令和１７年度」と、「令和３年」とあるのは「令

和４年」とする。 



10 

亀山市税条例等の一部を改正する条例新旧対照表（第２条関係） 

（亀山市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

改正後 改正前 

第２条 亀山市税条例の一部を次のように改正する。 第２条 亀山市税条例の一部を次のように改正する。 

（中略） （中略） 

第４３条第１項中「第４項、第１９項、第２２項及び第２３項」を

「第３１項、第３４項及び第３５項」に、「第１０項、第１１項及び

第１３項」を「第９項、第１０項及び第１２項」に、「第４項、第１９

項及び第２３項」を「第３１項及び第３５項」に、「同条第２２項」

を「同条第３４項」に、「第３項」を「第２項後段」に改め、同条第

２項中「第６６条の７第５項及び第１１項又は第６８条の９１第４項

及び第１０項」を「第６６条の７第４項及び第１０項」に、「第３２１

条の８第２４項」を「第３２１条の８第３６項」に改め、同条第３項

中「第６６条の９の３第４項及び第１０項又は第６８条の９３の３第

４項及び第１０項」を「第６６条の９の３第３項及び第９項」に、「第

３２１条の８第２５項」を「第３２１条の８第３７項」に改め、同条

第４項中「第３２１条の８第２６項」を「第３２１条の８第３８項」

に改め、同条第５項中「第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の

８第３４項」に、「同条第２１項」を「同条第３３項」に、「、第４

項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２３項」を「同条

第３５項」に改め、同条第６項中「、第４項又は第１９項」を「又は

第３１項」に、「同条第２２項」を「同条第３４項」に、「第３２１

第４３条第１項中「第４項、第１９項、第２２項及び第２３項」を

「第３１項、第３４項及び第３５項」に、「第１０項、第１１項及び

第１３項」を「第９項、第１０項及び第１２項」に、「第４項、第１９

項及び第２３項」を「第３１項及び第３５項」に、「同条第２２項」

を「同条第３４項」に、「第３項」を「第２項後段」に改め、同条第

２項中「第６６条の７第５項及び第１１項又は第６８条の９１第４項

及び第１０項」を「第６６条の７第４項及び第１０項」に、「第３２１

条の８第２４項」を「第３２１条の８第３６項」に改め、同条第３項

中「第６６条の９の３第４項及び第１０項又は第６８条の９３の３第

４項及び第１０項」を「第６６条の９の３第３項及び第９項」に、「第

３２１条の８第２５項」を「第３２１条の８第３７項」に改め、同条

第４項中「第３２１条の８第２６項」を「第３２１条の８第３８項」

に改め、同条第５項中「第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の

８第３４項」に、「同条第２１項」を「同条第３３項」に、「、第４

項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２３項」を「同条

第３５項」に改め、同条第６項中「、第４項又は第１９項」を「又は

第３１項」に、「同条第２２項」を「同条第３４項」に、「第３２１
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条の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、同条第７項 

中「第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の８第３４項」に、「、

第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、同項第２号中「第

３２１条の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、同条

第９項を削り、同条第１０項中「第３２１条の８第４２項」を「第 

３２１条の８第６０項」に、「同条第４２項」を「同条第６０項」に、

「第１２項」を「第１１項」に改め、同項を同条第９項とし、同条第 

１１項を同条第１０項とし、同条第１２項中「第１０項」を「第９項」

に改め、同項を同条第１１項とし、同条第１３項前段中「第１０項」

を「第９項」に改め、同項後段中「第７５条の４第２項」を「第７５

条の５第２項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第

１２項とし、同条第１４項を同条第１３項とし、同条第１５項中「第

１３項」を「第１２項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項

を同条第１４項とし、同条第１６項中「第１３項前段」を「第１２項 

前段」に、「第３２１条の８第５１項」を「第３２１条の８第６９項」

に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１５項とし、同

条第１７項中「第１３項後段」を「第１２項後段」に、「第１５項」

を「第１４項」に、「第７５条の４第３項若しくは第６項（同法第８１

条の２４の３第２項において準用する場合を含む。）」を「第７５条

の５第３項若しくは第６項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、

同項を同条第１６項とする。 

条の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、同条第７項 

中「第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の８第３４項」に、「、

第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、同項第２号中「第

３２１条の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、同条

第９項を削り、同条第１０項中「第３２１条の８第４２項」を「第 

３２１条の８第５２項」に、「同条第４２項」を「同条第５２項」に、

「第１２項」を「第１１項」に改め、同項を同条第９項とし、同条第 

１１項を同条第１０項とし、同条第１２項中「第１０項」を「第９項」

に改め、同項を同条第１１項とし、同条第１３項前段中「第１０項」

を「第９項」に改め、同項後段中「第７５条の４第２項」を「第７５

条の５第２項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第

１２項とし、同条第１４項を同条第１３項とし、同条第１５項中「第

１３項」を「第１２項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項

を同条第１４項とし、同条第１６項中「第１３項前段」を「第１２項 

前段」に、「第３２１条の８第５１項」を「第３２１条の８第６１項」

に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１５項とし、同

条第１７項中「第１３項後段」を「第１２項後段」に、「第１５項」

を「第１４項」に、「第７５条の４第３項若しくは第６項（同法第８１

条の２４の３第２項において準用する場合を含む。）」を「第７５条

の５第３項若しくは第６項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、

同項を同条第１６項とする。 

第４４条第２項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、

「同条第２３項」を「同条第３５項」に、「、第２項又は第４項」を

第４４条第２項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、

「同条第２３項」を「同条第３５項」に、「、第２項又は第４項」を
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「又は第２項」に改め、同条第３項中「、第４項又は第１９項」を「又

は第３１項」に改め、「（同条第２項又は第４項に規定する申告書を

提出すべき法人が連結子法人の場合には、当該連結子法人との間に連

結完全支配関係がある連結親法人（法人税法第２条第１２号の６の７

に規定する連結親法人をいう。以下この項において同じ。）若しくは

連結完全支配関係があった連結親法人が法人税に係る修正申告書を提

出し、又は法人税に係る更正若しくは決定を受けたこと。次項第２号

において同じ。）」を削り、同条第４項中「、第４項又は第１９項」

を「又は第３１項」に、「第４８条の１５の５第４項」を「第４８条

の１５の４第４項」に改める。 

「又は第２項」に改め、同条第３項中「、第４項又は第１９項」を「又

は第３１項」に改め、「（同条第２項又は第４項に規定する申告書を

提出すべき法人が連結子法人の場合には、当該連結子法人との間に連

結完全支配関係がある連結親法人（法人税法第２条第１２号の６の７

に規定する連結親法人をいう。以下この項において同じ。）若しくは

連結完全支配関係があった連結親法人が法人税に係る修正申告書を提

出し、又は法人税に係る更正若しくは決定を受けたこと。次項第２号

において同じ。）」を削り、同条第４項中「、第４項又は第１９項」

を「又は第３１項」に                     

          改める。 

第４６条第２項中「第４３条第５項」を「第４３条第７項」に、「同

条第５項」を「同条第７項」に、同条第３項中「第４８条の１５の５

第４項」を「第４８条の１５の４第４項」に改め、同条第４項から第

６項までを削る。 

第４６条第４項                       

                               

                            から第

６項までを削る。 

（中略） （中略） 

附則第７条第２項中「及び第４項」を削る。 附則第７条第２項中「及び第４項」を削る。 

附則第８条第１項中「及び第４項」及び「又は法人税法第８１条の

２４第１項の規定により延長された法第３２１条の８第４項に規定す

る申告書の提出期限」を削り、同条第２項中「又は法第３２１条の８

第４項に規定する連結法人税額の課税標準の算定期間」を削る。 
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亀山市都市計画税条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（法附則第１５条第１６項の条例で定める割合） （法附則第１５条第１９項の条例で定める割合） 

４ 法附則第１５条第１６項に規定する条例で定める割合は、５分の３

（都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第２条第５項に規

定する特定都市再生緊急整備地域における法附則第１５条第１６項に

規定する条例で定める割合は、２分の１）とする。 

４ 法附則第１５条第１９項に規定する条例で定める割合は、５分の３

（都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第２条第５項に規

定する特定都市再生緊急整備地域における法附則第１５条第１９項に

規定する条例で定める割合は、２分の１）とする。 

（法附則第１５条第３４項の条例で定める割合） （法附則第１５条第３８項の条例で定める割合） 

５ 法附則第１５条第３４項に規定する条例で定める割合は、２分の１

とする。 

５ 法附則第１５条第３８項に規定する条例で定める割合は、２分の１

とする。 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の

都市計画税の特例） 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の

都市計画税の特例） 

６～１０ (略) ６～１０ (略) 

 １１ 地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部を改正する法

律（平成２４年法律第１７号）附則第１０条の規定に基づき、平成２４

年度から平成２６年度までの各年度分の都市計画税については、法附

則第１８条の３の規定を適用しないこととする。 

（農地に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の都

市計画税の特例） 

（農地に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の都

市計画税の特例） 
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１１及び１２ （略） １２及び１３ （略） 

１３ 法附則第１５条第１項、第１０項、第１５項から第１９項まで、

第２１項、第２２項、第２６項、第２９項、第３３項から第３５項ま

で、第３７項から第３９項まで、第１５条の２第２項、第１５条の３

又は第６３条の規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り、第２

条第２項中「又は第３３項」とあるのは「若しくは第３３項又は法附

則第１５条から第１５条の３まで若しくは第６３条」とする。 

１４ 法附則第１５条第１項、第１３項、第１８項から第２２項まで、

第２４項、第２５項、第２９項、第３３項、第３７項から第３９項ま

で、第４２項から第４４項まで、第１５条の２第２項、第１５条の３

又は第６３条の規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り、第２

条第２項中「又は第３４項」とあるのは「若しくは第３４項又は法附

則第１５条から第１５条の３まで若しくは第６３条」とする。 
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亀山市手数料条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

別表第１（第２条、第５条関係） 別表第１（第２条、第５条関係） 

手数料を徴収する事務 手数料の名称 金額 

１～３２ （略） （略） （略） 

  

３３ （略） （略） （略） 

手数料を徴収する事務 手数料の名称 金額 

１～３２ （略） （略） （略） 

３３ 行政手続における

特定の個人を識別する

ための番号の利用等に

関する法律（平成２５

年法律第２７号。以下

「番号法」という。）

第２条第７項に規定す

る個人番号カードの再

交付 

個人番号カードの

再交付手数料 

８００円

３４ （略） （略） （略） 

別表第３（第２条関係） 別表第３（第２条関係） 

１ 建築基準法関係手数料 １ 建築基準法関係手数料 

手数料を徴収する事務 手数料の名称 金額 

（略） （略） （略） 

２ 法第７条第１項（法

第８８条第１項におい 

完了検査申請又は

完了通知の手数料

３の表に定める金

額 

手数料を徴収する事務 手数料の名称 金額 

（略） （略） （略） 

２ 法第７条第１項（法

第８８条第１項におい 

完了検査申請又は

完了通知の手数料

３の表に定める金

額 



16 

て準用する場合を含

む。）の規定に基づく

検査の申請又は法第１８

条第１６項（法第８８

条第１項において準用

する場合を含む。）の

規定に基づく通知に対

する審査 

  

３ 法第７条の３第１項

（法第８８条第１項に

おいて準用する場合を

含む。）の規定に基づ

く検査の申請又は同法

第１８条第１９項（法

第８８条第１項におい

て準用する場合を含

む。）の規定に基づく

通知に対する審査 

中間検査申請又は

特定工程工事終了

通知の手数料 

４の表に定める金

額 

４～１４ （略） （略） （略） 

て準用する場合を含

む。）の規定に基づく

検査の申請又は法第１８

条第１４項（法第８８

条第１項において準用

する場合を含む。）の

規定に基づく通知に対

する審査 

  

  

３～１３ （略） （略） （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 完了検査申請又は完了通知の手数料 ３ 完了検査申請又は完了通知の手数料 

（１）建築物（法第７条の３第１項の特定工程に係る建築物を除く。） （１）建築物                          
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を建築した場合（移転した場合を除く。） を建築した場合（移転した場合を除く。） 

（略） （略） 

（２）建築物（法第７条の３第１項の特定工程に係る建築物に限る。）

を建築した場合（移転した場合を除く。） 

床面積の合計 金額 

３０平方メートル以内のもの １７，０００円

３０平方メートルを超え１００平方メートル

以内のもの 

２１，０００円

１００平方メートルを超え２００平方メート

ル以内のもの 

３４，０００円

２００平方メートルを超え５００平方メート

ル以内のもの 

４９，０００円

５００平方メートルを超え１，０００平方メ

ートル以内のもの 

６４，０００円

１，０００平方メートルを超え２，０００平

方メートル以内のもの 

８９，０００円

２，０００平方メートルを超え１０，０００

平方メートル以内のもの 

１６４，０００円

１０，０００平方メートルを超え５０，０００

平方メートル以内のもの 

２３７，０００円

５０，０００平方メートルを超えるもの ４４３，０００円

（３）建築物を移転した場合 （２）建築物を移転した場合 
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（略） （略） 

（４）工作物の場合 （３）工作物の場合 

（略） （略） 

４ 中間検査申請又は特定工程工事終了通知の手数料 

中間検査を行う部分の床面積の合計 金額 

３０平方メートル以内のもの １７，０００円

３０平方メートルを超え１００平方メートル

以内のもの 

２１，０００円

１００平方メートルを超え２００平方メート

ル以内のもの 

３３，０００円

２００平方メートルを超え５００平方メート

ル以内のもの 

４７，０００円

５００平方メートルを超え１，０００平方メ

ートル以内のもの 

６２，０００円

１，０００平方メートルを超え２，０００平

方メートル以内のもの 

８４，０００円

２，０００平方メートルを超え１０，０００

平方メートル以内のもの 

１４３，０００円

１０，０００平方メートルを超え５０，０００

平方メートル以内のもの 

２０４，０００円

５０，０００平方メートルを超えるもの ３９１，０００円
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亀山市国民健康保険税条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（新型コロナウイルス感染症の影響による収入の減少等における国民

健康保険税の減免の特例） 

（新型コロナウイルス感染症の影響による収入の減少等における国民

健康保険税の減免の特例） 

２０ 令和２年２月１日から令和４年３月３１日までの間に納期限（特

別徴収の方法により徴収する場合にあっては、老齢等年金給付の支払

日。以下この項において同じ。）が定められている国民健康保険税

（国民健康保険税の被保険者の資格を取得した日から１４日以内に国

民健康保険法第９条第１項の規定による届出が行われなかったため令

和２年２月１日以後に納期限が定められている国民健康保険税であっ

て、当該届出が国民健康保険税の資格を取得した日から１４日以内に

行われていたならば同月１日前に納期限が定められるべきものを除

く。）の減免については、新型コロナウイルス感染症（病原体がベー

タコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共

和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新

たに報告されたものに限る。）である感染症をいう。）の影響による

収入の減少等により著しく納税の能力を欠き、又は失った者は、第２８

条第１項に規定する国民健康保険税の減免の要件を満たすものとして、

同項の規定を適用する。この場合における第２８条第２項の規定の適

用については、同項中「提出しなければならない」とあるのは、「提

２０ 令和２年２月１日から令和３年３月３１日までの間に納期限（特

別徴収の方法により徴収する場合にあっては、老齢等年金給付の支払

日。以下この項において同じ。）が定められている国民健康保険税

（国民健康保険税の被保険者の資格を取得した日から１４日以内に国

民健康保険法第９条第１項の規定による届出が行われなかったため令

和２年２月１日以後に納期限が定められている国民健康保険税であっ

て、当該届出が国民健康保険税の資格を取得した日から１４日以内に

行われていたならば同月１日前に納期限が定められるべきものを除

く。）の減免については、新型コロナウイルス感染症（病原体がベー

タコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共

和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新

たに報告されたものに限る。）である感染症をいう。）の影響による

収入の減少等により著しく納税の能力を欠き、又は失った者は、第２８

条第１項に規定する国民健康保険税の減免の要件を満たすものとして、

同項の規定を適用する。この場合における第２８条第２項の規定の適

用については、同項中「提出しなければならない」とあるのは、「提
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出しなければならない。ただし、市長は、これにより難い事情がある

と認めるときは、別に申請期限を定めることができる」とする。

出しなければならない。ただし、市長は、これにより難い事情がある

と認めるときは、別に申請期限を定めることができる」とする。
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亀山市農林水産事業分担金条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

（分担金を徴収する事業） （分担金を徴収する事業） 

第２条 分担金の徴収の対象となる事業は、次に掲げる事業とする。 第２条 分担金の徴収の対象となる事業は、次に掲げる事業とする。

（１）～（４）（略） （１）～（４）（略） 

（５）災害からライフラインを守る事前伐採事業 

（分担金を徴収する者の範囲） （分担金を徴収する者の範囲） 

第３条 前条第２号から第５号までに掲げる事業に係る分担金は、当該

事業の施行により特に利益を受ける者（前条第３号に掲げる事業のう

ち法第２条第２項第５号に該当するものにあっては、法第３条に規定

する資格を有する者を含む。）から、その受益の限度において徴収す

る。 

第３条 前条第２号から第４号までに掲げる事業に係る分担金は、当該

事業の施行により特に利益を受ける者（前条第３号に掲げる事業のう

ち法第２条第２項第５号に該当するものにあっては、法第３条に規定

する資格を有する者を含む。）から、その受益の限度において徴収す

る。 

２ （略） ２ （略） 

別表（第４条関係） 別表（第４条関係） 

事業名 分担金の額 

（略） （略） 

災害からライフライン

を守る事前伐採事業 

事業に要する費用に１００分の５０を乗じ

て得た額 

事業名 分担金の額 

（略） （略） 


